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1 

平
成
26
年
度 

決
算
状
況

　

市
で
は
、
市
民
の
皆
さ
ん
に
市
の
財
政
状
況
を
知
っ

て
い
た
だ
く
た
め
、
毎
年
６
月
と
12
月
の
年
２
回｢

市

の
財
政
状
況｣

を
公
表
し
て
い
ま
す
。
今
回
は
、
平
成

26
年
度
の
決
算
と
平
成
27
年
度
上
半
期
（
４
～
９
月
）

の
予
算
執
行
状
況
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

一
般
会
計
決
算

歳
出

　

歳
出
総
額
は
、
３
６
５
億
５
５
９
３
万
円

で
、
前
年
度
に
比
べ
９
億
４
９
５
１
万
円
、

率
に
し
て
2.7
％
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
出
の
款
別
割
合
で
は
、
福
祉
や
介
護
・

医
療
保
険
に
係
る
民
生
費
の
割
合
が
29
・

２
％
と
最
も
高
く
、
高
齢
化
の
一
層
の
進
行

に
よ
り
、
今
後
も
社
会
保
障
関
係
経
費
の
増

額
が
見
込
ま
れ
ま
す
。

　

ま
た
公
債
費
は
、
建
設
事
業
に
充
当
し
た

市
債
や
普
通
交
付
税
の
不
足
額
を
振
り
替
え

て
発
行
す
る
臨
時
財
政
対
策
債
の
返
済
に
よ

り
、
前
年
度
と
同
様
に
大
き
な
割
合
を
占
め

て
い
ま
す
。

　

主
な
建
設
事
業
で
は
、
都
市
計
画
道
路

横
井
中
央
線
（
通
称 

大
津
通
り
）
の
整
備

が
完
了
し
、
県
道
島
田
岡
部
線
と
大
井
川
緑

地
を
結
ぶ
幹
線
道
路
の
供
用
を
開
始
し
ま
し

た
。
施
設
整
備
で
は
、
川
根
温
泉
ホ
テ
ル
と

中
部
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
の
整
備
事
業
が
完

了
し
ま
し
た
。
ま
た
、
川
根
小
学
校
・
川
根

図
書
館
（
今
年
７
月
完
成
）
の
改
築
事
業
を

進
め
て
き
ま
し
た
。

問
財
政
課　

☎
３
６-

７
１
２
３

お
知
ら
せ
し
ま
す

市
の
財
政
状
況

歳出 の内訳（構成比％）

歳出
365 億 5,593 万円

（予算額）
392 億 1,219 万円

民生費（29.2％）
106 億 6,062 万円

教育費（14.7％）
53 億 9,194 万円

公債費（12.3％）
45 億 615 万円

総務費（11.3％）
41 億 2,626 万円

衛生費（10.2％）
37 億 4,623 万円

土木費（9.0％）
32 億 7,727 万円

その他（13.3％）
48 億 4,746 万円

　 中 部 学 校 給 食 セ ン
ター整備事業等により
教育費の割合が高くなり
ました。また、高齢者福
祉や児童福祉の充実を
図るため、民生費の割合
も高くなりました。

※数値は、端数処理で調整してあります。

　

全
て
の
会
計
と
も
に
黒
字
と
な
り
（
赤
字
の
比
率
は
な

し
）、
実
質
公
債
費
比
率
と
将
来
負
担
比
率
は
数
値
が
改

善
し
、
財
政
の
健
全
な
状
況
を
示
し
て
い
ま
す
。
実
質
公

債
費
比
率
の
改
善
は
、
公
債
費
が
前
年
度
よ
り
減
少
し
た

こ
と
、
合
併
特
例
事
業
債
・
臨
時
財
政
対
策
債
な
ど
今
後

の
元
利
償
還
金
に
対
す
る
普
通
交
付
税
措
置
の
高
い
市
債

に
絞
っ
て
借
り
入
れ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
ま
す
。
将
来
負

担
比
率
の
改
善
は
、
将
来
負
担
額
が
減
少
し
た
こ
と
、
返

済
に
充
当
可
能
な
基
金
の
残
高
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど
に

よ
り
ま
す
。

1
実
質
赤
字
比
率
・
2
連
結
実
質
赤
字
比
率
／
赤
字
な
し

3
実
質
公
債
費
比
率
（
表
１
）
／
普
通
会
計
の
借
入
返
済

額
の
割
合
（
家
計
に
例
え
る
と
、
１
年
間
の
ロ
ー
ン
返

済
額
が
家
計
の
経
常
的
な
年
収
に
対
し
て
ど
れ
だ
け
占

め
て
い
る
の
か
を
示
す
）
を
判
断
し
ま
す
。

　

※
普
通
会
計
／
一
般
会
計
と
一
部
の
特
別
会
計
の
決
算
額

を
、
統
計
上
の
ル
ー
ル
に
よ
っ
て
合
算
し
て
い
ま
す
。

4
将
来
負
担
比
率
（
表
２
）
／
普
通
会
計
が
将
来
に
わ
た

り
負
担
す
る
実
質
的
な
負
債
残
高
の
割
合
（
家
計
に
例

え
る
と
、
今
後
の
ロ
ー
ン
返
済
総
額
が
、
経
常
的
な
年

収
の
何
倍
に
な
る
か
を
示
す
）
を
判
断
し
ま
す
。

　

公
営
企
業
経
営
に
お
け
る
料
金
収
入
（
事
業
規
模
）
に

健
全
化
判
断
比
率

資
金
不
足
比
率
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歳
入
総
額
は
、
３
７
８
億
２
２
３
１
万
円

で
、
前
年
度
に
比
べ
３
億
７
０
２
０
万
円
、

率
に
し
て
1.0
％
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

市
税
は
、
家
屋
の
新
増
築
件
数
の
増
に
伴

う
固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税
の
増
な
ど
に

よ
り
、
６
５
５
３
万
円
（
0.5
％
）
の
増
と
な

り
ま
し
た
。
ま
た
、
地
方
交
付
税
は
、
国
の

交
付
税
総
額
が
減
少
し
た
こ
と
な
ど
に
よ

り
、９
６
８
０
万
円
（
1.6
％
）
の
減
と
な
り
、

地
方
消
費
税
交
付
金
は
、
消
費
税
率
の
改
定

に
よ
り
２
億
１
５
６
１
万
円
（
22
・
６
％
）

の
大
幅
な
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

市
の
借
金
で
あ
る
市
債
は
、
臨
時
財
政
対

策
債
や
中
部
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
整
備
事
業

に
充
て
た
合
併
特
例
事
業
債
な
ど
に
よ
り

２
億
２
０
５
０
万
円
（
5.5
％
）
の
増
と
な
り

ま
し
た
。

お知らせします 市の財政状況

歳
入

歳入の内訳（構成比％）

市税（38.2％）
144 億 6,450 万円

その他（12.7％）
47 億 8,660 万円
※ 繰入金・諸収入など

地方交付税（15.7％）
59 億 4,024 万円

市債（11.2％）
42 億 5,140 万円

国庫支出金（10.8％）
40 億 7,522 万円

県支出金（6.5％）
24 億 6,035 万円

その他（4.9％）
18 億 4,400 万円
※ 地方消費税交付金など

自
主
財

源
50.9％49.1％

源
財
存

依 歳入
378 億 2,231 万円

（予算額）
392 億 1,219 万円

※ 経常収支比率が高くなりすぎると、投資的事業（道路や
学校の建設など）に対する予算が不足してしまいます。

※ 標準的に必要とされる予算規模のうち、自主財源でまか
なわれる割合を示します。

項目／年度 H24 H25 H26

島田市の状況 51.5％ 35.5％ 25.0％

県内市の平均 58.3％ 44.0％ 34.7％

早期健全化基準 350.0％ 350.0％ 350.0％

財政再生基準 − − −

区分／年度 H24 H25 H26

島田市の状況 89.8％ 90.5％ 91.6％

県内市の平均 85.7％ 85.4％ 85.4％

区分／年度 H24 H25 H26

島田市の状況 0.75 0.76 0.76

県内市の平均 0.87 0.88 0.89

項目／年度 H24 H25 H26

島田市の状況 10.0％ 9.6％ 8.8％

県内市の平均 10.7％ 10.7％ 8.9％

早期健全化基準 25.0％ 25.0％ 25.0％

財政再生基準 35.0％ 35.0％ 35.0％

5 年前と比較しよう

　「一般会計」について決算額などを比較し
てみましょう。
　高齢者福祉費や児童福祉費の増に伴い、民
生費が大きく増加しています。一方、農林業
費や土木費は大きく減少しています。
　借金である市債残高はわずかに増え、将来
の支出に備えて蓄える基金残高も増加してい
ます。

項目 平成 21年度 増減率
歳出決算額 363 億 7,347 万円 0.5% ↑

　民生費 77 億 2,154 万円 38.1% ↑

農林業費 14 億 6,914 万円 26.4% ↓

　土木費 37 億 9,150 万円 13.6% ↓

歳入決算額 375 億 1,608 万円 0.8% ↑

市債残高 421 億 1,188 万円 2.7％↑

基金残高 49 億 823 万円 147.5％↑

■ 実質公債費比率（表 1）

■ 将来負担比率（表 2）

■ 経常収支比率（表 3）

■ 財政力指数 単年（表 4）

※数値は、端数処理で調整してあります。

対
す
る
資
金
不
足
額
（
赤
字
額
）
の
比
率
を
表
し
た
も
の

で
、
全
て
の
会
計
（
簡
易
水
道
・
公
共
下
水
道
・
水
道
・

病
院
事
業
）
に
お
い
て
赤
字
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

財
政
構
造
の
弾
力
性
を
示
す
「
経
常
収
支
比
率
」
は
、

歳
出
に
占
め
る
経
常
経
費
（
人
件
費
や
扶
助
費
な
ど
、
欠

く
こ
と
の
で
き
な
い
経
費
）
の
割
合
を
示
し
て
い
ま
す
。

　

島
田
市
の
経
常
収
支
比
率
（
表
３
）
は
、
社
会
保
障
関

係
経
費
の
増
加
な
ど
に
よ
り
、
こ
こ
３
年
間
上
昇
傾
向
に

あ
り
ま
す
。

　

地
方
公
共
団
体
の
財
政
基
盤
の
強
さ
を
示
す
「
財
政
力

指
数
」
は
、
数
値
が
高
い
ほ
ど
財
政
力
が
強
い
こ
と
を
表

し
ま
す
。

　

島
田
市
の
財
政
力
指
数
（
表
４
）
は
、
人
件
費
の
減
や

市
税
収
入
の
増
に
努
め
ま
し
た
が
、
前
年
度
並
み
の
数
値

と
な
り
ま
し
た
。

経
常
収
支
比
率

財
政
力
指
数
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特
別
会
計
決
算

　

公
営
企
業
は
、
利
用
者
か
ら
の
料
金
に

よ
り
、
公
共
の
福
祉
の
増
進
を
目
的
に
経

営
す
る
事
業
で
、
水
道
・
病
院
事
業
を
公

営
企
業
会
計
に
よ
り
運
営
し
て
い
ま
す
。

　

各
事
業
の
運
営
費
を
「
収
益
的
支
出
」、

そ
れ
に
充
て
る
料
金
収
入
な
ど
を
「
収
益

的
収
入
」
と
い
い
、事
業
に
必
要
な
施
設
・

設
備
の
整
備
費
を
「
資
本
的
支
出
」、
企

業
債
な
ど
そ
の
財
源
を
「
資
本
的
収
入
」

と
い
い
ま
す
。

企
業
会
計
決
算

会計名 歳　入 歳　出

国民健康保険事業 109 億 8,425 万円 106 億 7,524 万円

簡 易 水 道 事 業 2 億 1,489 万円  2 億 820 万円

土 地 取 得 事 業  5 億 6,612 万円  5 億 6,612 万円

休日急患診療事業 2,238 万円 1,321 万円

公 共 下 水 道 事 業 8 億 9,853 万円  8 億 8,708 万円

介 護 保 険 事 業 74 億 991 万円 73 億 4,793 万円

介護サービス事業 5,086 万円 4,692 万円

後期高齢者医療事業 10 億 7,524 万円 10 億 7,218 万円

借
り
て
い
る
お
金

貯
め
て
い
る
お
金

会計 平成 26 年度末 平成 25 年度末

一 般 会 計 432 億 4,417 万円 429 億 4,858 万円

特 別 会 計 45 億 8,159 万円 47 億 1,155 万円

企 業 会 計 36 億 978 万円 39 億 604 万円

合 　 　 計 514 億 3,554 万円 515 億 6,617 万円

市民 1 人当たり 51 万 1,054 円
（10 万　646 人）

50 万 9,754 円
（10 万 1,159 人）

※ 道路や公共施設の整備などのために、国などから長期にわたって借り
るお金（市債）。市民 1 人当たりの金額は、各年度の 3 月 31 日現在の
人口から算出。

基金名 平成 26 年度末 平成 25 年度末

財 政 調 整 66 億 128 万円 60 億 7,338 万円

学 校 施 設 整 備 4 億 1,357 万円 6 億 1,321 万円

新 病 院 建 設 5 億 974 万円 5 億 881 万円

そ の 他 46 億 2,459 万円 47 億 9,854 万円

合 計 121 億 4,918 万円 119 億 9,394 万円

市 民 1 人 当 た り 12 万　712 円
（10 万　646 人）

11 万 8,565 円
（10 万 1,159 人）

※ 目的別に貯めているお金（基金）。現在、19 の基金があります。市民
1 人当たりの金額は、各年度の 3 月 31 日現在の人口から算出。

会計名 区分 収　入 支　出

水 道 事 業

収 益 的 10 億 5,443 万円 10 億 2,004 万円

資 本 的 1 億 8,650 万円 3 億 9,401 万円

合 　 計 12 億 4,093 万円 14 億 1,405 万円

病 院 事 業

収 益 的 126 億 4,656 万円 160 億 6,681 万円

資 本 的 6 億 1,437 万円 9 億 8,950 万円

合 　 計 132 億 6,093 万円 170 億 5,631 万円

　

国
民
健
康
保
険
事
業
や
公
共
下
水
道
事

業
な
ど
の
8
事
業
は
、
一
般
会
計
と
経
理

を
区
分
し
て
、
事
業
の
収
支
を
明
確
に
す

る
た
め
に
、
そ
れ
ぞ
れ
個
別
に
特
別
会
計

を
設
け
て
い
ま
す
。

　

各
特
別
会
計
は
、
保
険
税
や
保
険
料
、

下
水
道
料
金
や
国
県
支
出
金
な
ど
に
よ
り

運
営
し
て
い
ま
す
。

　

平
成
26
年
度
の
決
算
額
は
、
左
の
表
の

と
お
り
で
す
。

用語の解説

（水道事業）
収益的収入／水道料金など
収益的支出／人件費、受水費など
資本的収入／借入金など
資本的支出／水道管の布設工事費など

（病院事業）
収益的収入／検査料、入院料など
収益的支出／人件費、薬品や医療材料

の購入費など
資本的収入／市の一般会計からの出資

金など
資本的支出／医療機器購入費など

完成した川根小学校

※資本的支出に対する資本的収入の不足は、留保資金などにより補てんします。
※地方公営企業会計基準の見直しにより、引当金（主に退職給付引当金）を特別
損失として計上しています。
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2 平成 27 年度 上半期執行状況（平成 27 年 9 月 30 日現在）

一般会計執行状況 予算額　365 億 9,196 万円

会計名 予算額 収入済額 支出済額

国民健康保険事業 112 億 7,947 万円 48 億 7,567 万円 47 億 8,099 万円

簡 易 水 道 事 業 2 億 1,999 万円 9,851 万円 5,816 万円

土 地 取 得 事 業 6 億 470 万円 4 億 8,638 万円 0 万円

休日急患診療事業 1,475 万円 1,218 万円 470 万円

公 共 下 水 道 事 業 10 億 7,000 万円 4 億 3,769 万円 3 億 9,907 万円

介 護 保 険 事 業 79 億 5,898 万円 33 億 9,320 万円 31 億 5,893 万円

介護サービス事業 5,336 万円 2,061 万円 2,152 万円

後期高齢者医療事業 10 億 4,895 万円 3 億 8,149 万円 2 億 4,881 万円

お知らせします 市の財政状況

会計名 区分
収　入 支　出

予算額 収入済額 予算額 支出済額

水 道 事 業

収 益 的 　10 億 9,070 万円 4 億 9,505 万円 10 億 560 万円 3 億 2,891 万円

資 本 的 2 億 3,585 万円 1,510 万円 8 億 6,959 万円 4,624 万円

合 　 計 13 億 2,655 万円 5 億 1,015 万円 18 億 7,519 万円 3 億 7,515 万円

病 院 事 業

収 益 的 128 億 5,044 万円 60 億 4,627 万円 132 億 319 万円 53 億 3,155 万円

資 本 的 9 億 5,285 万円 0 円 13 億 6,855 万円 3 億 651 万円

合 　 計 138 億  329 万円 60 億 4,627 万円 145 億 7,174 万円 56 億 3,806 万円

特別会計執行状況

企業会計執行状況

費目（執行率）
①予算額
②支出済額

費目（執行率）
①予算額
②収入済額

【 歳 出 の 内 訳 】【 歳 入の 内 訳 】
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歳入（47.1％）
① 365 億 9,196 万円
② 172 億 1,857 万円

その他（42.1％）
① 49 億 4,107 万円
② 20 億 7,777 万円
※ 繰入金・諸収入など

市税（61.1％）
① 137 億 4,371 万円
② 83 億 9,435 万円

地方交付税（66.5％）
① 55 億 5,000 万円
② 36 億 9,251 万円

市債（0.0％）
① 32 億 7,160 万円
② 0 円

国庫支出金（33.9％）
① 42 億 4,366 万円
② 14 億 3,694 万円

県支出金（8.5％）
① 28 億 2,282 万円
② 2 億 3,970 万円

その他（68.2％）
① 20 億 1,910 万円
② 13 億 7,730 万円
※ 地方消費税交付金など

自 主
財

源源
財

存 依

48.9％ 51.1％

歳出（35.6％）
① 365 億 9,196 万円
② 130 億 3,262 万円

教育費（44.4％）
① 48 億 5,573 万円
② 21 億 5,531 万円

民生費（39.7％）
① 112 億 6,506 万円
② 44 億 7,353 万円

公債費（43.4％）
① 48 億 6,281 万円
② 21 億 1,182 万円

衛生費（20.2％）
① 41 億 1,473 万円
② 8 億 2,961 万円

土木費（26.8％）
① 34 億 4,383 万円
②  9 億 2,438 万円

総務費（31.8％）
① 36 億 5,175 万円
② 11 億 6,295 万円

その他（31.3％）
① 43 億 9,805 万円
② 13 億 7,502 万円


